
 

 

国からの指定等に基づき法人が実施する事務・事業に関する政策評価（個票） 

 

事務・事業名 精神保健指定医の養成 

 
担当部局・担当課室 社会・援護局障害保健福

祉部精神・障害保健課 

評価実施時期 令和４年３月 

根拠法令等 精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律（昭和 25年法律第 123
号）第 18条第１項第４号 

 

類型 講習研修 

指定等の形態 登録 

事務・事業の

概要 

○事務・事業創設時の趣旨 
 当該養成のための研修は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下
「法」という。）に基づき、患者本人の意思に基づかない入院や著しい行動制限
に係る判断を行う指定医として必要となる患者の人権に関する知識等を習得する
ことを目的とし、実施されるものである。なお、法において養成のための研修を
実施する者については「厚生労働大臣の登録を受けた者」が行うこととされてい
る。 

○事務・事業の内容 
関連法制度、最近の精神医学の動向、精神障害者の社会復帰及び精神障害者福

祉の動向や精神障害者・精神科病院に関する不祥事件等、近時の精神保健をめぐ
る問題やケーススタディ等についての十分な研鑚を積むことができる研修を、集
中的に実施することとされており、研修内容は精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律施行規則（昭和 25 年厚生省令第 31号）第２条により規定されている。 

 

事務・事業の

目的 

 法に規定する厚生労働大臣の登録を受けた者が厚生労働省令に定める研修を実施
する。 

 

 関連する

政策目標

等 

－ 

法人の指定等

の状況 

別紙のとおり 

 

指定・登録

等の基準に

対するよく

ある問合せ

と回答 

特になし 

料金等・積

算根拠 

別紙のとおり 

 

事務・事業

の実績等 

○実績（令和３年度） 

年間実施件数３件 

受講者数 717 人 

 



 

 

 

国からの補

助金等 

○補助金・委託費等（令和３年度予算）：  

 －（受講料で行われている。） 

事務・事業

の見直し状

況（これま

での検証） 

〇 登録を受けた法人については、法に基づき、５年ごとにその更新を行うものと
されており、その都度、登録基準に適合しているかを見直す予定である。 

 

事務・事業

の必要性・

有効性等 

●事務・事業の必要性 
精神科医療においては、患者本人の意思にかかわらない入院医療や一定の行動

制限を行うことがあり、精神保健指定医は患者の人権にも配慮した医療を行うに
必要な資質を備えていることが重要であり、本事業を実施することは必要であ
る。 

 
●事務・事業の妥当性 

精神科医療に対する十分な知見を有する者を登録した上で研修の実施をしてお
り、本事業は妥当に実施されている。 

 
●事務・事業の有効性 

本事業により必要な精神保健指定医が確保され、法に基づく処遇の決定は適切
に実施されている。 

 

事務・事業

の執行体制

の妥当性等 

○指定等を行う妥当性 
仮に精神保健指定医の研修に関する業務を国で実施するとなれば、精神科医療

に対する十分な知見を有する職員の確保や養成が必要となることが想定され実行
困難と考える。そのため、登録制度を採用しているところである。 

 
○事務・事業実施主体の適格性 
●指定等の基準の妥当性 
・ 登録を申請する者に対して、法に基づく登録基準を適合した上で厚生労働大
臣が登録しており、確実な事業実施のため必要である。 

 ・ 厚生労働大臣の登録を受けた法人は、不正行為を行ったとき等は、登録の取
消をされることになっている。 

 
●実施主体としての指定等法人の適格性 

  法に基づく登録基準に適合し、精神科医療に十分な知見を有する者を登録して

おり、その結果、効果的な研修が行われている。 

政策効果の

把握の手法

及びその結

果 

－ 

学識経験を

有する者の

知見の活用

に関する事

項 

特になし 

 



 

 

 

政策評価を

行う過程に

おいて使用

した資料そ

の他の情報

に関する事

項 

特になし 

 

評価結果の

総括 

（現状分析

（事務・事

業の評価）

と今後の方

向性） 

 

〇 精神保健指定医の指定前の研修を実施することにより、患者本人の意思に基づ

かない入院や著しい行動制限に係る判断を行う指定医として必要となる患者の人

権に関する知識等を習得でき、法の対象者の増加も踏まえ、引き続き、事業を実

施することが必要である。 

備考  



 

 

 

別紙 

 

合計３法人 

 ・公益法人２法人 

 ・一般法人１法人 

 

法人名 指定等の時期 連絡先（ＴＥ

Ｌ） 

料金等・積算根拠 

公益法人（２法人） 

（公社）日本精神科病

院協会 

令和元年 10 月１

日から令和６年

９月 30 日 

03-5232-3311 【研修料金】45,000 円（テキスト代

等・消費税込み） 

（公社）全国自治体病

院協議会 

令和元年 10 月１

日から令和６年

９月 30 日 

03-3261-8555 【研修料金】45,000 円（テキスト代

等・消費税込み） 

一般法人（１法人） 

（一社）日本総合病院

精神医学会 

令和２年４月１

日から令和７年

３月 31 日 

03-5805-3720 【研修料金】45,000 円（テキスト代

等・消費税込み） 

 


